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令和６年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 
（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ７ 府 省 庁 名   農林水産省       

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（都市計画税） 

要望 

項目名 
農地中間管理機構が新たに農地中間管理権を取得した農地に係る課税標準の特例措置の延長 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

農地中間管理機構（機構）が、担い手への農地集積（転貸）を促進する目的で令和６年３月 31日までの間に農

業振興地域の区域内の農地について、その所有者から全ての農地（当該農地の所有者が利用する 10アール未満の

農地を除いた全ての農地）を 10年以上の期間借り入れた場合の当該農地に課される固定資産税、都市計画税の課

税標準の特例について、その適用期間の２年延長を要望するもの。 

 

・特例措置の内容 
機構が借り入れた上記の農地（所有者が機構へ貸出し、自らが借り受けた農地を除く。）に係る固定資産税、都

市計画税の課税標準額を２分の１に軽減する（軽減期間は機構への貸付期間15年以上で５年間、10年以上で３年
間）。 

 

関係条文 

 

地法税法 附則第 15条第31項 

 

減収 

見込額 

［初年度］     －  （－）  ［平年度］  －  （▲222） 

［改正増減収額］  －                            （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

農地集積・集約化と農地の確保 

 

（２）施策の必要性 

① 我が国の農業の成長産業化を図るため、機構を通じた農地利用の集積・集約化を進めている。機構は、担

い手の農地利用の集積・集約化を図るため、複数の農地の所有者から農地を借り入れてまとまった形で担い

手へ転貸するリース方式を中心に、農地の権利移転を行っている。 

平成 26年の農地中間管理事業の創設以降、それまで停滞していた担い手への農地集積率(48.7％)は、令

和４年度末時点で59.5％に転じている。 

そのような中、本特例措置は、農地の所有者が機構に貸し付けるインセンティブとして効果を発揮してお

り、平成28年度の創設以降、本特例の適用面積は毎年約１万haで推移し令和４年度は機構が借り入れた面

積（約 4.5 万 ha）の約２割を占めており、機構を介した担い手への農地集積・集約化を更に加速化するた

めに必要な特例措置である。 

 

また、令和５年４月に施行された農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律（令和４年法律第 56

号）において、 

ア 人・農地プランを地域計画として法定化し、地域の話し合いにより、目指すべき将来の農地利用の姿

を目標地図として明確化した上で、 

イ 目標地図を実現すべく、地域内外から農地の受け手を幅広く確保しつつ、機構を活用した農地の集約

化等を進めていくこととし、 

これまで以上に機構を介した農地の貸借等を強力に推進することとしたところであり、本特例措置は継続す

る必要がある。 

 

② 意欲ある農業者に対する農地の利用集積については、各種法令等において次のとおり規定等されている。 

ア 食料・農業・農村基本法（平成11年法律第106号） 

（望ましい農業構造の確立） 

第21条 国は、効率的かつ安定的な農業経営を育成し、これらの農業経営が農業生産の相当部分を担う

農業構造を確立するため、営農の類型及び地域の特性に応じ、農業生産の基盤の整備の推進、農業経営
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の規模の拡大その他農業経営基盤の強化の促進に必要な施策を講ずるものとする。 

 

（農地の確保及び有効利用） 

第23条 国は、国内の農業生産に必要な農地の確保及びその有効利用を図るため、農地として利用すべ

き土地の農業上の利用の確保、効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農地の利用の集積、農地

の効率的な利用の促進その他必要な施策を講ずるものとする。 

 

イ  食料・農業・農村基本計画（令和２年３月31日閣議決定） 

「農業構造の展望」における望ましい農業構造の姿として、担い手への農地集積が８割であることを明記。 

 

ウ 成長戦略フォローアップ（令和３年６月18日閣議決定） 

13．地方創生 

（２）農林水産業の成長産業化による活力のある農山漁村の実現 

ⅱ）農業の生産基盤の強化 

① 生産基盤の確保・強化 

（人口減少に対応した生産性の向上、人材の育成等） 

・農地の集積等のために重要な人・農地プランについて、ルールとして継続的に取り組むべきも

のとして法定化を含めて位置付けることとし、農地の集約化に重点を置いて、地域が目指すべき

将来の具体的な農地利用の姿（「目標地図」）を明確化する。 

 

エ 食料・農業・農村政策の新たな展開方向 

（令和５年６月２日 食料安定供給・農林水産業基盤強化本部決定） 

Ⅱ 政策の新たな展開方向 

３ 農業の持続的な発展  

（１）多様な農業人材の育成・確保  

今後、人口減少が避けられない中で、食料の生産基盤を維持していくためには、中長期的に農地

の維持を図ろうとする者を地域の大切な農業人材として位置付けていくことが必要である。その上

で、生産水準を維持するためには、「受け皿となる経営体と付加価値向上を目指す経営体（効率的

かつ安定的な経営体）」が円滑に生産基盤を継承できる環境の整備が不可欠である。  

このため、受け皿となる経営体と付加価値向上を目指す経営体を育成・確保しながら、多様な農

業人材とともに生産基盤の維持・強化が図られるよう、以下の施策を講ずる。  

① 地域計画の策定を徹底し、地域内の将来の農地利用の姿を明確にした上で、  

② 受け皿となる経営体が生産基盤を引き受けやすい形で継承できるよう、農地バンクを通じた農

地の集約化等（略） 

 
オ 経済財政運営と改革の基本方針2023（令和５年６月16日閣議決定） 

第３章  我が国を取り巻く環境変化への対応 

１．国際環境変化への対応 

（４）食料安全保障の強化と農林水産業の持続可能な成長の推進 世界的な食料争奪の激化等、食料安

全保障上のリスクが高まる中、我が国の人口減少や カーボンニュートラル等に対応した持続可能

で強固な食料供給基盤の確立に向け、「食料・ 農業・農村政策の新たな展開方向」を具体化すると

ともに、食料・農業・農村基本法について、本年度中の改正案の国会提出に向け、基本理念を含め

見直しの検討を加速化させる。食料安全保障の強化に向け、（中略）、担い手への農地の集積・集約

化、（中略）等を進める。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 

－ 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

≪大目標≫ 

食料の安定供給の確保、農林水産業の発展、農山漁村の振興、農業の多面的機能の発揮、森林の保

続培養と森林生産力の増進、水産資源の適切な保存・管理等を通じ、国民生活の安定向上と国民経

済の健全な発展を図る。 

≪中目標≫  

２．農業の持続的な発展 

≪政策分野≫ 

⑦ 農地集積・集約化と農地の確保 

政策の 

達成目標 

全農地面積の８割が担い手によって利用される。 

  ※令和６年度以降の政策目標については、今後検討 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

 

２年間延長 

 

同上の期間中

の達成目標 

 

担い手が利用する面積の割合を全農地の８割（現状は約６割）に拡大していく。 

 

政策目標の 

達成状況 

 

令和５年３月末時点における担い手への農地集積率は約６割（59.5%）となっている。 

 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

適用見込み 

 Ｒ７年度 

課税分 

Ｒ８年度 

課税分 

固定資産税 
適用者数 58,411人 59,750人 

減収額 214,325千円 221,850千円 

都市計画税 
適用者数 固定資産税の適用者の内数 

減収額 139千円 144千円 

減 収 額 計 214,464千円 221,994千円 

  

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

 

機構が管轄する地域内の分散・錯綜する農地を借り受け、担い手がまとまりのある形で農地を利

用できるよう貸し付けることで、担い手の農地集積・集約化の推進に寄与する。 

 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

農地法に基づき農業委員会が機構と協議すべきことを勧告した農業振興地域内の遊休農地につい

て、固定資産税等における農地の評価の際に、農地の売買の特殊性を考慮し正常売買価格を修正し

て適正な時価とするため乗じている率（限界収益修正率：0.55）を乗じないこととしている（課税

強化）。 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

機構にまとまった農地を貸し付ける地域や、個々の出し手に対して交付する機構集積協力金 

（令和５年度予算額：46億円 ※各都道府県の基金並びに令和５年度予算（６億円）及び令和４年

度補正予算（40億円）で運用） 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

機構を通じた農地の集積・集約化を推進するため、予算上の措置は機構に農地を貸し付けた農業

者等に協力金を交付し、税制は機構に農地を貸し付けた農業者等が負担する固定資産税を軽減する

こととしている。 

要望の措置の 

妥当性 

本特例措置は、所有する全農地を機構へ貸し付けることを要件としており、特に離農する農家による機

構への貸し付けのインセンティブとなるものである。 

課税軽減の適用期間は、機構への貸付期間に応じ、３年間又は５年間と限られており、必要最小限の

措置となっている。本特例措置は、毎年の予算額に左右される補助事業と異なり、要件を満たす農地を一

律に適用できるため、適切かつ有効な手段である。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

過去５年間の適用実績 

 Ｈ30年度 

課税分 

Ｒ元年度 

課税分 

Ｒ２年度 

課税分 

Ｒ３年度 

課税分 

Ｒ４年度 

課税分 

固定資産税 
適用者数 39,025人 58,069人 54,583人 53,091人 56,234人 

減収額 164,265千円 234,088千円 214,753千円 207,862千円 217,346千円 

都市計画税 
適用者数 固定資産税の適用者数の内数 

減収額 77千円 104千円 97千円 116千円 196千円 

減収額計 164,342千円 234,192千円 214,850千円 207,978千円 217,542千円 

※適用者数は、農業委員会が課税軽減措置の対象として市町村課税部局に情報提供した人数より（農林水産省調べ） 

※減収額は、固定資産の価格等の概要調書、市町村交付金及び都市計画税に関する調（総務省ＨＰ） 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

令和３年度 適用総額（千円）： 14,847,319千円（固定資産税） 

                  38,631千円（都市計画税） 

※「適用総額」は減額後の課税標準額 

※地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告書（第211回国会提出）総務省ＨＰより 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

 

本特例は、平成28年度に創設され、初年度となる平成29年度課税の適用対象者は18,438人、適

用面積は11,501ha。また、令和５年度課税の新規適用対象者は17,486人、適用面積9,263haとなっ

ており、毎年約 2 万人弱、約１万 ha の農地が新たに適用を受けており、機構の単年度の借入面積

45,143ha（令和４年度）に占める適用の割合も約２割と担い手への農地集積・集約化に一定程度寄

与している。 

 

前回要望時の 

達成目標 

 

今後10年（令和５年度）で、全農地面積の８割が担い手によって利用される。 

 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 
令和５年度末時点における担い手への農地集積面積は257,4万ha、全耕地面積（432.5万ha）に

占める割合は約６割（59.5％）にとどまっており、今後も税制措置や予算措置等のあらゆる手段を
活用して目標達成を図る必要がある。 
 

これまでの要望経緯 

 

要望の経緯 

平成28年度：創設。以後、２年ごとに措置の延長を要望。 

 

特例措置の変遷 

平成30年度：課税軽減の対象となる農地の範囲を明確化（特例から自己所有地の貸付けを受けた

農地を除外）した上で、適用期限を２年延長。 
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